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Ⅰ．基本方針	
 

	
 当財団は、株式会社前川製作所の創設者である故前川喜作が私財2億円を基金として	
 

拠出し昭和42年12月に設立し、学術振興および社会福祉の充実を目的とする助成事業を	
 

毎年継続的に行ってきました。	
 

	
 平成24年10月1日に一般財団法人へ移行後、これまでの理念を継承しつつ新しい法人	
 

としてスタートし、①学術及び科学技術の振興、②地域社会の健全な発展、③障がい者

の支援を目的とする三事業を行って参りました。	
 

	
 平成28年4月1日からは、公益財団法人として上記３事業を「萌芽的な学術研究、福祉

活動及び地域活動に対する支援を主とした助成事業」として統合し、これまで蓄積して

きた学術研究及び社会福祉における豊富な経験及び地域振興における新たな知見を基

盤として、より一層の公益性をもって時代の要請に応えるべく、以下に示す具体的事業

計画に基づいて事業を推進させて参ります。	
 

 

Ⅱ．事業計画  

１．	
 定款第 4条 1項 1号にかかる助成事業（学術研究助成） 
（１）	
 目的	
 

環境配慮型のエネルギー利用・開発又は食料生産・流通の改善に資する研究を

担う研究者に対して助成金の交付を行い、研究内容の向上を図り、もってより良

い人類社会に向けての課題を解決することを目的とする。	
 

	
 

	
 （２）内容	
 

	
 助成対象：環境配慮型のエネルギー利用・開発又は	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 食料生産・流通の改善に資する研究	
 

	
 申請資格：下記の要件を全て満たす者とする。	
 

	
 	
 	
 A 大学・企業等の法人、又は実体のある任意団体に所属する研究者。	
 	
 

	
 	
 	
 B 研究者代表として	
 

	
 	
 	
 	
 	
 申請内容に関する学会発表又は論文投稿を行う予定の者。	
 

	
 助成金額：1,900 万円（一件あたりの助成金額の上限は 300 万円）	
 	
 

	
 助成件数：5 件以上 30 件以下	
 	
 

	
 選考：学術研究助成選考委員会において選考を行う。	
 

	
 募集：以下の通りに募集を行う。	
 	
 

	
 	
 	
 	
 A ホームページ上での募集要項の公開	
 	
 

	
 	
 	
 B 助成分野に関連する学会の機関誌における広告	
 	
 

	
 	
 	
 C 関連学会奨励賞受賞者に対するダイレクトメール	
 

	
 	
 	
 D 大学窓口を通した助成対象者への案内	
 

	
 	
 	
 E平成 26年度及び 27年度学術研究助成対象者へのダイレクトメール	
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 （３）実施時期 
・  	
 	
 募	
 集	
 	
   ：平成 29年 9月 1 日～9月 30 日 
・  	
 	
 選	
 考	
 	
   ：平成 29年 11月中 
・  	
 	
 承	
 認	
 	
   ：平成 29年 12月上旬～12月中旬開催の理事会 
・ 	
 通知及び交付	
  ：理事会の承認後、速やかに行う。 
 

２．	
 定款第 4条 1項 2号にかかる助成事業（地域振興助成） 
（１）目的 

天然資源又は文化的資産を保全・活用し、当該地域の発展に寄与する継続的

事業に対して助成を行い、当該地域の活性化に寄与することを目的とする。 
 

	
 （２）事業内容 

助成対象：①地域環境又は地域文化活動の保全・活用を通じ、 

	
 	
 	
 	
 	
 当該地域の発展に寄与する継続的事業 

          ②地域に根ざした未利用エネルギーの有効活用もしくは、 

	
 	
 	
 	
 	
 農と食のイノベーションと地域力アップに繋がる事業 

重点目標：多世代が参与し、その実施を通じて 

	
 	
 	
 	
 	
 高齢層から若年層への伝承が含まれる事業を積極的に助成する 

申請資格：ＮＰＯ法人等の非営利団体、又は実体のある任意団体 

助成金額：①400万円（一件あたりの助成金額の上限は 50万円） 

	
 	
 	
 	
 	
 ②300万円（一件あたりの助成金額の上限は 100万円） 

助成件数：①8件以上	
 ②3件以上	
  

選考：地域振興助成選考委員会において選考を行う。 

募集：ホームページ上における募集要項の公開をもって行う。 

 
	
 （３）実施時期 

・  	
 	
 募	
 集	
 	
   ：平成 29 年 8月 1 日～8 月 31 日 
・  	
 	
 選	
 考	
 	
   ：平成 29年 10月中（予定） 
・  	
 	
 承	
 認	
 	
   ：平成 29年 12月上旬～12月中旬開催の理事会 
・ 	
 通知及び交付	
  ：理事会の承認後、速やかに行う。 

 
３．	
 定款第 4条 1項 3号にかかる助成事業（福祉助成） 
（１）目的 
	
 	
 社会福祉の向上を目的として、障がい者を援護する団体の取り組みに対して

援助を行う。 
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（２）内容 
   助成対象： 

（１）	
 非営利法人（営利企業、任意団体は含まない）における、 
障がい者の生活や就労支援の環境改善に資する物品 

（２）	
 非営利法人（営利企業は含まない）における、 
障がい者の生活や就労支援の環境改善に資する取り組み 

重点目標：規模の小さい団体を積極的に助成する 

助成金額：(1)及び(2) 700万円（一件あたりの助成金額の上限は 50万円） 

助成件数：(1)及び(2) 20件程度 

選考：福祉助成選考委員会において選考を行う。 

募集：ホームページ上における募集要項の公開をもって行う。	
 	
  

 
	
 （３）実施時期 

・  	
 	
 募	
 集	
 	
   ：平成 29年 7月 1 日～7月 31 日 
・  	
 	
 選	
 考	
 	
   ：平成 29年 9月中（予定） 
・  	
 	
 承	
 認	
 	
   ：平成 29年 12月上旬～12月中旬開催の理事会 
・ 	
 通知及び交付	
  ：理事会の承認後、速やかに行う。 
 

４．	
 報告会の開催 
（１）目的 
	
 	
 各助成事業（学術・地域・福祉）の成功事例を関係者全員で拝聴することに

より、今後の助成事業の改善に繋げていくことを目的とする。平成 29年度に
おいては、平成 27年度の助成対象者のうち、受領した報告書の評価が高かっ
たものを学術・地域・福祉の 3 分野で 2 件ずつ都内に招致し、報告を行って
もらう。 

 
（２）内容 

   招致対象：平成 27年度助成対象者のうち、 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 評価委員会での評価が高いものを 2件ずつ 

                  （学術 2名、地域・福祉各２団体(1団体 2名) =8名、計 10名） 

招致予算：旅費交通費：40万円 

	
 	
 	
 	
 	
 （東京大阪間の新幹線往復費用約 4万円を 

	
 	
 	
 	
 	
 一人当たりの標準的な招致費として見込み、約 10名を招致する） 

     会場費（飲食含む）：40万円 
	
 （３）実施 

・  日時  ：平成 29 年 5月 13 日（土） 
・  場所  ：公益財団法人	
 和敬塾	
 本館 
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５．	
 視察及び助成案内の実施 
（１）目的 
	
 	
 助成事業のニーズの深堀り及び助成申請を募り、当該年度以降のより良い助

成事業の展開のための知見の蓄積を目的とする。 
 
（２）内容 

   対象：学術研究助成・地域振興助成・福祉助成の助成対象者 

予算：39万円 

     （東京大阪間の新幹線往復費用約 3万円+宿泊費・日当 1万円を 

	
 	
 	
 	
 1人１回あたりの標準的な長距離視察・案内の費用として見込み、 

	
 	
 	
 	
 4万円×2名×4回分＝32万円を計上。 

	
 	
 	
 	
 関東近郊の視察・案内分として追加で７万円を計上。） 

 
	
 （３）実施 

・  時期  ：平成 29年度中 
・  場所  ：日本国内 
 
 

以上 
 


